
Ⅰ．背　景
　日本では近年，20歳代女性の子宮頸がん罹患者数が
増加している．1984年の 20歳代の子宮頸がん推定罹患
数は 64人だったが，2014年の同罹患数は 341人だった
（地域がん登録全国推計値，1975-2014）．このように，

20歳代の子宮頸がん推定罹患数は 30年で 5倍以上に
なった．一方，女性全体のデータでは，1984年の子宮
頸がん推定罹患数は 9,086人であり，2014年には 11,293
人であった（地域がん登録全国推計値，1975-2014）．女

性全体では 30年で子宮頸がん推定罹患数が 1.24倍に
なったことと比較しても，20歳代女性の罹患者数増加
率が大きいことがわかる．
　子宮頸がんのほとんどは性行為による HPV（Human 
papillomavirus，以下 HPVと略す）の持続感染が原因と
なって引き起こされる．持続感染とは，通常HPV感染は，
感染成立後，症状や病的状態を引き起こすことなく，2
年以内に約 90％が自然治癒するのに対し，HPVが消失
せず感染が長期化することである（WHO，2016）．川名
（2015）によると，子宮頸がんの発症の 95％以上が HPV
感染によるものである． 
　子宮頸がんやその前がん病変は子宮頸がん検診によっ
て発見される．石渡勇，石渡千恵子，岡根夏美，石渡恵
美子，石渡巌（2004）によると早期に発見され，治療が
施されることによって，死亡率が減少するだけでなく妊
孕能も温存される．また，性交開始年齢の低下に伴い，
子宮頸がんの発症年齢は低下している．そのため，若年
女性も子宮頸がん検診を受診する必要がある．
　また，HPV感染を予防するためには，HPVワクチン
接種を受ける方法がある．日本では 2009年に HPVワク
チンが承認され，政府は子宮頸がん等ワクチン接種緊急
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要旨　日本では HPVワクチン接種の公費助成が 2010年 11月に開始された．しかし，ワクチン接種後
に副反応が多数報告されたことを受け，政府は 2013年 6月からワクチンの積極的な接種の勧奨を中止
している．本研究では，HPVワクチンの積極的な接種の勧奨を受け，その後に接種勧奨中止となった
世代の子宮頸がんの予防行動の実態を明らかにするため，看護学部に在籍する女子大学生に質問紙調査
を行った．また，ワクチン接種の判断の自発性と子宮頸がんの予防行動との関連性をχ2検定もしくは
Fisherの正確確率検定を用いて分析した．その結果，対象者 164人のワクチン接種率は 84.4%であり，
検診受診率は 4.3%であった．検診に関する知識 3項目の認知率はいずれも 4割以下であり，検診受診
の必要性への認識が薄いことが示唆された．ワクチン接種を自発的に判断した者と受動的に判断した者
との間には，検診受診率に有意な差はなかった．ワクチン接種に対する当時の自発性は，現在の子宮頸
がん検診の受診行動に影響を与えていないことが考えられた．HPVワクチン接種の積極的勧奨を受け
た世代である対象者に対し，子宮頸がんの予防を徹底していくためには，検診の意義や必要性の理解を
促す情報提供が求められる．
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促進事業として，HPVワクチン接種の公費助成を 2010
年 11月に開始した．その後，2013年 4月には，HPVワ
クチンは小学校 6年生～高校 1年生を対象とした定期接
種に組み込まれた（厚生労働省，2015）．
　性交経験前の女性が HPVワクチンの接種を受けるこ
とで，HPV16型と 18型の感染を予防でき，子宮頸が
んの約 70％の発症を予防できるとされている（川名，
2015；笹川，2009）．しかし，HPVワクチンの接種後に
手足のしびれなどの症状や身体の広範囲に痛みが生じる
といった重篤な副反応が多数報告された．そのことを受
け，2013年 6月より HPVワクチンの積極的な接種の勧
奨は中止され，現在に至っている（厚生労働省，2013）．
　笹川（2009），川名（2015）によると，ワクチン接種
による一次予防と検診による二次予防を併用すること
で，子宮頸がんの発症頻度はさらに減少する．しかし，
HPVワクチン接種の公費助成が開始され，接種の積極
的勧奨を受けた世代の多くは，副反応が報道されたこと
によって接種を受けることに対する不安を持った（吉村
ら，2015）．また，政府が定期接種の積極的勧奨を中止
したことによって，接種希望者数が激減した（上田ら，
2015）．HPVワクチン接種の積極的勧奨中止は現在も継
続されており， HPVワクチン接種を受けることが躊躇さ
れる状況にある．そのため，HPVワクチン接種を受け
ていない者は子宮頸がん検診を積極的に受診し，子宮頸
がんやその前がん病変の早期発見に努める必要がある．
　しかし，厚生労働省が 2010年に実施した国民生活基
礎調査の報告によると，20～ 69歳の女性の子宮頸がん
検診受診率は 24.3％であった（厚生労働省，2010）．一
方，OECD（Organization for Economic Cooperation and 
Development，以下 OECDと略す）加盟国諸国の同受診
率の平均は約 60％である．このように，日本の子宮頸
がん検診受診率は OECD加盟国諸国より著しく低い．
とくに日本の 20歳代前半の女性の子宮頸がん検診受診
率は 10.2％である（厚生労働省，2010）．そのため，政
府は早急に若年女性の子宮頸がん検診の受診率向上に取
り組まなければならない．
　先行研究では，女性の子宮頸がん検診に対する思いや
HPVワクチン接種・子宮頸がん検診の受診行動への関
連要因などに関する報告が多くみられる（亀崎，田中，
保田，福田，2013；片山，水野，稲田，2013；田中，国府，
2012；和泉，眞鍋，吉岡，2013）．しかし，これらの研
究は HPVワクチン接種の積極的勧奨が中止される以前
に実施されている．勧奨中止以降に報告された HPVワ
クチン接種や子宮頸がん検診受診に関する調査研究は
少なく，褥婦や保護者を対象とした意識調査（石野，
2016；中村，齋藤，川端，石見，鬼頭，2017）や積極的
勧奨中止後にワクチン接種を受けた大学生への意識調査
（川原ら，2015），大学 1年生を対象とした 2011～ 2014

年までの経年調査（助川ら，2016）に限られる．とくに
助川ら（2016）の研究では，公費助成対象世代の高いワ
クチン接種率が報告されているが，接種勧奨中止となっ
た世代の子宮頸がんの予防行動への影響を明確化するた
めには，さらなる経年調査が必要となる．

Ⅱ．目　的
　本研究の目的は HPVワクチン接種の積極的勧奨を受
け，その後に接種勧奨中止となった世代の子宮頸がんの
予防行動の実態を明らかにすることである．それらの結
果を踏まえ，子宮頸がん検診の受診率を向上させるため
の今後の対策について検討する．　　

Ⅲ．用語の定義
実態：本研究で取り上げる実態とは，行動とその動機，
知識とする．
予防行動：予防行動とは，HPVワクチン接種と子宮頸
がん検診受診とする．
判断の自発性：判断の自発性とは，HPVワクチン接種
を受けるかどうかの判断とする．
行動：行動とは，HPVワクチン接種の有無と子宮頸が
ん検診受診の有無とする．
知識：知識とは，HPVおよび HPVワクチン，子宮頸が
ん検診の知識とする．

Ⅳ．方　法
1．研究デザイン
　質問紙調査による横断調査研究である．
2．研究対象
　対象は 2017年度に A大学看護学部に在籍する 1～ 4
年生の女子 164人である．
3. データ収集方法
　先行研究（亀崎，田中，保田，福田，2013；河合，高
山，今井，2010；野口，杉浦，2011；松久，廣瀬，後藤，
2013；田中，国府，2012）を参考にして，無記名自記式
の質問紙を作成した．各学年の授業終了直後，該当する
学生に研究協力を依頼し，質問紙を配布した．その際に，
研究目的や方法，倫理的配慮についての説明を文書およ
び口頭で行った．その後，その教室内に回収箱を設置し，
質問紙を配布した 30分後に回収した．また，看護学部
棟内にも回収箱を設置し，留置き式にて 1日に 1度，回
収箱を確認し質問紙を回収した．
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　この質問紙は以下の 5項目で構成されている．質問は
（1）属性（年齢，学年），（2）HPVワクチンに関する行
動とその動機，（3）子宮頸がん検診に関する行動とその
動機，（4）中学生・高校生時点での HPVと HPVワクチ
ンの知識，（5）調査時点での子宮頸がん検診の知識であ
る．
　調査期間は 2017年 8～ 9月であった．
4．分析方法
　2017年度に大学に在籍する 1～ 4年生の女子は，
HPVワクチン接種の公費助成が開始された 2010年に小
学校 6年生～中学校 3年生であった．そこで，それらの
女子を HPVワクチン接種について「自発的に判断した
者」と「受動的に判断した者」の 2群に分類し，HPV
ワクチン接種の判断の自発性と子宮頸がんの予防行動や
知識との関係を分析した．また子宮頸がんに関する知識
とその予防行動との関係を分析し，HPVワクチン接種
や子宮頸がん検診受診の有無に関連する要因を調査し
た．
　なお，HPVワクチン接種を受けるかどうかの判断に
自身が含まれていた場合を「自発的に判断した者」とし，
他者のみで判断した場合を「受動的に判断した者」とし
た．
　統計処理には統計解析ソフト SPSS Statisticsを用いた．
両群間の有意差検定にはχ2検定もしくは Fisherの正確
確率検定を用い，有意水準を 5％以下とした．
5．倫理的配慮
　本研究は滋賀県立大学看護学系研究倫理専門委員会の
承認（滋県大経第 76号）を受け，実施した．調査前に
研究対象者に対して研究の意義や目的，方法などを文書
および口頭で説明した．また，研究への参加を任意とし，
参加に同意しないことで不利益な対応を受けないことを
保障した．研究対象者は自らの意思に基づき，質問紙に
回答するものとし，質問紙の提出をもって研究協力の同
意とした．取得した個人情報は個人を特定できないよう
にして取り扱い，研究者および共同研究者の責任の下に
管理し，鍵のある保管庫で保管した．

Ⅴ．結　果
1．対象の属性
　学生 191人に質問紙を配布し，179人から回答が得ら
れた（回収率 93.7％）．回答が不十分だったものを除外し，
164人を調査対象とした（有効回答率 85.9％）．
　対象の属性を表1に示す．対象者の平均年齢は 19.7
歳（SD=1.3）であった． 

2．子宮頸がんの予防行動の実態
1）HPVワクチン接種
　a．HPVワクチンの認知状況と接種率
　HPVワクチンの認知状況について，HPVワクチ
ンを知っていると答えた者は 156人（95.1％）であ
り，知らないと答えた者は 8人（4.9％）であった．
HPVワクチンを知っている者は 9割を超えており，
調査対象者のほとんどは HPVワクチンを知ってい
た．
　HPVワクチンの接種率について，HPVワクチン
接種を受けた者は 139人（84.8％）であり，未接種
の者は 25人（15.2％）であった．調査対象者の 8
割以上がワクチン接種を受けていた．
　HPVワクチンの認知状況と接種率について，
HPVワクチンを知っていると答えた 156人のうち
138人（88.5％）がワクチン接種を受けていた．一
方で，HPVワクチンを知らないと答えた 8人のうち，
ワクチン接種を受けていた者が 1人（12.5％）いた．

　b．HPVワクチン接種を受けるかどうかの判断
　HPVワクチンを知っていると答えた 156人に対
して，HPVワクチン接種を受けるかどうかの判断
をした者が誰であるかを尋ねた（複数回答あり）．
また，知らないにもかかわらず，ワクチン接種を受
けていた者が 1人いた．そこで，この 1人も結果に
含めた．その結果，複数回答で最も多かったのは「母
親」であり，93人だった．次いで，「自分と親とで
相談した」が 38人であり，「自分だけで判断した」
が 29人であった．「両親」と回答した者は 10人で
あり，「父親」と回答した者は 2人いた．その他の
項目では「祖母」と記述回答した者が 2人いた．
　また「自分だけで判断した」にのみ回答した者は
12人いた．接種の判断にいずれかの親が関与して
いた者は，157人中 138人（87.9％）だった．
　HPVワクチン接種を受けるかどうかの判断につ
いて，判断に自身が含まれていた場合を「自発的に
判断した者」とし，他者のみで判断した場合を「受

表1 対象の属性 n=164

年齢(歳) n ％

18 37 22.6

19 43 26.2

20 32 19.5

21 32 19.5

22 11 6.7

23 3 1.8

無回答 6 3.7

表2 HPVワクチン接種の回数と時期 n=139

接種回数 接種時期 n ％

3回 91 65.5

副反応報道前 69 75.8

副反応報道後 8 8.8

副反応報道を知らなかった 13 14.3

副反応報道後に接種を控えた 0 0.0

わからない 1 1.1

1～2回 16 11.5

副反応報道前 13 81.3

副反応報道後 0 0

副反応報道を知らなかった 1 6.25

副反応報道後に接種を控えた 2 12.5

わからない 0 0

わからない 32 23.0

表3 HPVワクチン接種を受けた理由 n=139

n

子宮頸がんになりたくないと思った 83

有効性があると感じた 32

子宮頸がんが怖い 30

将来，子宮頸がんに罹患するかもしれない 28

費用が安かった 25

その他 21

無回答 2

（複数回答あり）

表1　対象の属性

37女子大学生の HPVワクチン接種と子宮頸がん検診受診に関する実態調査



動的に判断した者」として，2群に分類した．なお，
対象者は HPVワクチン接種を受けるかどうかの判
断をした者が誰かについて回答した 157人からその
他の項目に回答した 8人と無回答の 1人を除外した
148人である．「自発的に判断した者」は64人であり，
「受動的に判断した者」は 84人であった．自発的に
接種の判断をした者よりも受動的に接種の判断をし
た者のほうが多かった．

　c．HPVワクチン接種のきっかけ
　HPVワクチン接種を受けた 139人に対して，ワ
クチン接種のきっかけを尋ねた（複数回答あり）．
複数回答で最も多かったものは「親の勧め」であ
り，81人であった．次いで「自治体からのお知らせ」
が 58人であり，「友だちが受けた」が 13人であった．
また，「学校の授業」に 11人，「マスメディア」に 6人，
「姉妹が受けた」「自発的に」には 3人ずつ回答して
いた．その他の項目に回答した 13人の中には「義
務だった」，「強制だった」などの記述回答があった．
HPVワクチン接種を受けた者の半数以上が「親の
勧め」をきっかけとして，ワクチン接種を受けてい
た．

　d．HPVワクチン接種の回数と時期
　HPVワクチン接種の回数と時期を表 2に示す．
期待される効果を得るためには，3回の接種が必要
とされており，接種間隔はワクチンの種類によって
異なる（厚生労働省，2013）．HPVワクチン接種を
受けた者のうち，3回の接種を完遂したと答えた者
は 91人（65.5％）であり，1～ 2回で中断したと答
えた者は合わせて 16人（11.5％）であった．接種
回数がわからないと答えた者は32人（23.0％）であっ

た．また，HPVワクチン接種を受けた時期を尋ね
ると，3回の接種を完遂した者では，副反応報道後
に接種をしている者は 1割弱いたが，1～ 2回の接
種で中断した者では，副反応報道後に接種をした者
はいなかった．

　e．HPVワクチンの接種および未接種の理由
　HPVワクチン接種を受けた 139人に対して，ワ
クチン接種の理由を尋ねた（複数回答あり）．その
結果を表3に示す．複数回答で最も多かったもの
は「子宮頸がんになりたくないと思った」であり，
83人であった．次いで「有効性があると感じた」
が 32人であり，「子宮頸がんが怖い」が 30人であっ
た．その他の項目の記述回答には「無料」や「受け
なければいけないと思っていた」，「親に連れて行か
れた」，「母が半強制的に」，「学校で決められた」な
どがあった．HPVワクチン接種を受けた者の半数
以上が「子宮頸がんになりたくないと思った」こと
を理由にワクチン接種を受けていた．
　HPVワクチン未接種者の 25人に対して，ワクチ
ン未接種の理由を尋ねた（複数回答あり）．その結果，
複数回答で最も多かったものは「副作用が怖い」で
あり，10人であった．次いで「忙しい」が 8人であり，
「有効性に疑問を感じた」が 4人であった．その他
の項目の記述回答には，「受ける機会や推奨がなかっ
たため」や「知らなかった」，「必要ないと思った」，
「母親にとめられたため」などがあった．HPVワク
チン未接種者の約 4割の者が未接種の理由を「副作
用が怖い」こととしていた．

2）子宮頸がん検診受診
　a．子宮頸がん検診の認知状況と受診率
　子宮頸がん検診の認知状況について，子宮頸がん
検診を知っていると答えた者は 130人（79.3％）で
あり，知らないと答えた者は 34人（20.7％）であっ
た．調査対象者の 8割弱が子宮頸がん検診を知って
いた．

表1 対象の属性 n=164

年齢(歳) n ％

18 37 22.6

19 43 26.2

20 33 19.5

21 32 19.5

22 11 6.7

23 3 1.8

無回答 6 3.7

表2 HPVワクチン接種の回数と時期 n=139

接種回数 接種時期 n ％

3回 91 65.5

副反応報道前 69 75.8

副反応報道後 8 8.8

副反応報道を知らなかった 13 14.3

副反応報道後に接種を控えた 0 0.0

わからない 1 1.1

1～2回 16 11.5

副反応報道前 13 81.3

副反応報道後 0 0

副反応報道を知らなかった 1 6.25

副反応報道後に接種を控えた 2 12.5

わからない 0 0

わからない 32 23.0

表3 HPVワクチン接種を受けた理由 n=139

n

子宮頸がんになりたくないと思った 83

有効性があると感じた 32

子宮頸がんが怖い 30

将来，子宮頸がんに罹患するかもしれない 28

費用が安かった 25

その他 21

無回答 2

（複数回答あり）

表2　HPVワクチン接種の回数と時期

表1 対象の属性 n=164

年齢(歳) n ％

18 37 22.6

19 43 26.2

20 33 19.5
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22 11 6.7

23 3 1.8

無回答 6 3.7

表2 HPVワクチン接種の回数と時期 n=139

接種回数 接種時期 n ％

3回 91 65.5

副反応報道前 69 75.8

副反応報道後 8 8.8

副反応報道を知らなかった 13 14.3

副反応報道後に接種を控えた 0 0.0

わからない 1 1.1

1～2回 16 11.5

副反応報道前 13 81.3

副反応報道後 0 0

副反応報道を知らなかった 1 6.25

副反応報道後に接種を控えた 2 12.5

わからない 0 0

わからない 32 23.0

表3 HPVワクチン接種を受けた理由 n=139

n

子宮頸がんになりたくないと思った 83

有効性があると感じた 32

子宮頸がんが怖い 30

将来，子宮頸がんに罹患するかもしれない 28

費用が安かった 25

その他 21

無回答 2

（複数回答あり）

表3　HPVワクチン接種を受けた理由
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　子宮頸がん検診の受診率について，これまでに子
宮頸がん検診を 1回以上受診したことがある者は 7
人（4.3％）であり，未受診の者は 157人（95.7％）
であった．調査対象者の 9割以上が検診を未受診で
あった．
　子宮頸がん検診未受診者の今後の検診受診意思に
ついて，検診未受診者の 157人のうち，将来的に検
診を受診したいと思うと答えた者は 95人（60.5％）
であり，受診したいとは思わないと答えた者は 6人
（3.8％）であった．また，どちらでもない・わから
ないと答えた者は 54人（34.4％）だった．約 6割
の者が今後の子宮頸がん検診への受診意思を示し
た．
　子宮頸がん検診の認知状況と受診率について，子
宮頸がん検診を知っていると答えた 130人のうち，
検診を受診したことがある者は 7人（5.4％）であり，
未受診の者は 123人（94.6％）であった．一方で，
検診を知らないと答えた 34人は，全員が未受診だっ
た．子宮頸がん検診を知っている者の 9割以上が，
検診を未受診であった．

　b．子宮頸がん検診受診のきっかけ
　子宮頸がん検診を受診したことがある 7人に対し
て，検診受診のきっかけを尋ねた（複数回答あり）．
その結果，複数回答で最も多かったものは「親の勧
め」であり，5人であった．次いで「自治体からの
お知らせ・無料クーポン」が 4人であり，「自発的に」
が 1人であった．子宮頸がん検診を受診した者の半
数以上が「親の勧め」や「自治体からのお知らせ・
無料クーポン」をきっかけとして検診を受診してい
た．

　c．子宮頸がん検診の受診および未受診の理由
　子宮頸がん検診を受診したことがある 7人に対し
て，検診受診の理由を尋ねた（複数回答あり）．そ
の結果，複数回答で最も多かったものは「子宮頸が
んが早期発見されたほうが良い」であり，4人であっ
た．次いで「子宮頸がんが怖い」が 2人であり，「自
分が子宮頸がんに罹患するかもしれない」が 1人で
あった．
　子宮頸がん検診未受診者の 157人に対して，検診
未受診の理由を尋ねた（複数回答あり）．その結果
を表4に示す．複数回答で最も多かったものは「受
診方法がわからない」であり，51人であった．次
いで「面倒くさい」が 44人であり，「忙しい」が
36人であった．その他の項目の記述回答には「知
らなかった」「必要ないと思った」「ワクチンを受け
たから」などがあった．

3） HPVワクチン接種の有無と子宮頸がん検診受診の有
無との関係
　HPVワクチン接種を受けた者と未接種の者との間
には，子宮頸がん検診受診の有無について，有意な差
はみられなかった（p=.289）．

4）HPVおよび HPVワクチン，子宮頸がん検診の知識
　a．中学生・高校生時点での HPVの知識
　調査対象者 164人に対して，中学生・高校生時点
での HPVの知識の有無を尋ねた．HPVについての
質問は「HPVは性行為によって感染する」「HPV感
染は子宮頸がんの原因となる」「7～ 8割の女性が
一生のうちに 1度は HPVに感染する」の 3項目で
ある．これらの 3項目のうち，知っていたと答えた
者が最も多かった項目は「HPVは性行為によって
感染する」であり，72人（43.9％）だった．次いで，
「HPV感染は子宮頸がんの原因となる」には 58人
（35.4％），「7～ 8割の女性が一生のうちに一度は

HPVに感染する」には 14人（8.5％）が知っていた
と回答した．

　b．中学生・高校生時点での HPVワクチンの知識
　調査対象者 164人に対して，中学生・高校生時点
での HPVワクチンの知識の有無を尋ねた．HPVワ
クチンについての質問は「HPVワクチン接種によ
り子宮頸がんの約 70％の発症が予防できる」「HPV
ワクチンの効果継続期間」の 2項目である．この 2
項目のうち，知っていたと答えた者が多かった方は
「HPVワクチン接種により子宮頸がんの約 70％の発
症が予防できる」であり，34人（20.7％）であった．
「HPVワクチンの効果継続期間」には 5人（3.0％）

表4. 子宮頸がん検診未受診の理由 n =157

n

受診方法がわからない 51

面倒くさい 44

忙しい 36

若いため必要ない 28

無症状だから 25

恥ずかしい 17

検査が怖い 12

費用が高い 12

結果を知るのが怖い 4

その他 24

無回答 5

（複数回答あり）

表5「判断」と「行動」および「判断」と「知識」の関係

HPVワクチン接種の判断の自発性

p自発的に
判断した者

受動的に
判断した者

n n

行動（n=148）

HPVワクチン接種の有無
接種 51 80

.003 *
未接種 13 4

子宮頸がん検診受診の有無
受診 4 2

.403
未受診 60 82

知識（n=148）

当時のHPVの知識
あり 37 44

.511
なし 27 40

当時のワクチンの知識
あり 15 19

.907
なし 49 65

調査時点での検診の知識
あり 29 41

.673
なし 35 43

*p<.05 ※期待度数が5未満の場合にはFisherの正確確率検定を用いた

表6 「知識」と「行動」の関係

当時の
HPVの知識

p

当時の
ワクチンの知識

p

調査時点での
検診の知識

p
あり なし あり なし あり なし

n n n n n n

行動（n=164)

HPVワクチン接種の有無
接種 73 66

.677
33 106

.394
63 76

.037*
未接種 12 13 4 21 17 8

子宮頸がん検診受診の有無
受診 3 4 .712 0 7 .352 6 1 .059
未受診 82 75 37 120 74 83

*p<.05 ※期待度数が5未満の場合にはFisherの正確確率検定を用いた

表4　子宮頸がん検診未受診の理由
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が知っていたと回答した．
　c．調査時点での子宮頸がん検診の知識
　調査対象者 164人に対して，調査時点での子宮頸
がん検診の知識の有無を尋ねた．検診についての質
問は「検診ではがんになる前の段階で診断をするこ
とができる」「HPVワクチン接種後も検診受診が必
要である」「2年に 1回の間隔で子宮頸がん検診が
行われている」の 3項目である．これらの 3項目の
うち，知っていると答えた者が最も多かった項目は
「検診ではがんになる前の段階で診断をすることが
できる」であり，51人（31.1％）だった．次いで，
「HPVワクチン接種後も検診受診が必要である」に
は 47人（28.7％），「2年に 1回の間隔で子宮頸がん
検診が行われている」には 35人（21.3％）が知っ
ていると回答した．

3．「判断」・「行動」・「知識」の関係
　ここでは，HPVワクチン接種の判断の自発性が
HPVワクチン接種と子宮頸がん検診受診の行動に関
係するかどうかを分析した．併せて，HPVワクチン
接種の判断の自発性が HPVおよびワクチン，検診の
知識の有無に関係するかどうかについても分析した．
　また，HPVおよびワクチン，検診の知識の有無が
HPVワクチン接種と子宮頸がん検診受診の行動に関
係するかどうかを分析した．

1）「判断」と「行動」の関係
　HPVワクチン接種を受けるかどうかの判断につい

て「自発的に判断した者」と「受動的に判断した者」
の 2群に分類し，子宮頸がんの予防行動との関係をみ
た．その結果を表5に示す．対象者は，ワクチン接
種を受けるかどうかの判断をした者が誰であるかにつ
いて回答した 157人からその他の項目に回答した 8人
と無回答の 1人を除外した 148人である．なお，HPV
ワクチン接種の判断に自身が含まれている場合を「自
発的に判断した者」とし，他者のみで判断した場合を
「受動的に判断した者」とした．
　まず「ワクチン接種の判断の自発性」と「ワクチン
接種の有無」との関係をみた．自発的に接種の判断
をした者と受動的に接種の判断をした者との間には，
HPVワクチン接種の有無について，有意な差がみら
れた（p=.003）．自発的に判断した者よりも，受動的
に判断した者のほうが，ワクチン接種率は有意に高
かった．この結果より，他者から勧められた者のほう
が HPVワクチン接種を受けていることがわかる．
　次に，「ワクチン接種の判断の自発性」と「子宮頸
がん検診受診の有無」との関係をみた．自発的に接種
の判断をした者と受動的に接種の判断をした者との間
には，子宮頸がん検診受診の有無について，有意な差
はみられなかった．

2）「判断」と「知識」の関係
　知識については，中学生・高校生時点での HPVと
HPVワクチンの知識，調査時点での子宮頸がん検診
の知識を尋ねている．HPVの知識に関する質問は 3

表5　「判断」と「行動」および「判断」と「知識」の関係

表4. 子宮頸がん検診未受診の理由 n =157

n

受診方法がわからない 51

面倒くさい 44

忙しい 36

若いため必要ない 28

無症状だから 25

恥ずかしい 17

検査が怖い 12

費用が高い 12

結果を知るのが怖い 4

その他 24

無回答 5

（複数回答あり）

表5「判断」と「行動」および「判断」と「知識」の関係

HPVワクチン接種の判断の自発性

p自発的に
判断した者

受動的に
判断した者

n n

行動（n=148）

HPVワクチン接種の有無
接種 51 80

.003 *
未接種 13 4

子宮頸がん検診受診の有無
受診 4 2

.403
未受診 60 82

知識（n=148）

当時のHPVの知識
あり 37 44

.511
なし 27 40

当時のワクチンの知識
あり 15 19

.907
なし 49 65

調査時点での検診の知識
あり 29 41

.673
なし 35 43

*p<.05 ※期待度数が5未満の場合にはFisherの正確確率検定を用いた

表6 「知識」と「行動」の関係

当時の
HPVの知識

p

当時の
ワクチンの知識

p

調査時点での
検診の知識

p
あり なし あり なし あり なし

n n n n n n

行動（n=164)

HPVワクチン接種の有無
接種 73 66

.677
33 106

.394
63 76

.037*
未接種 12 13 4 21 17 8

子宮頸がん検診受診の有無
受診 3 4 .712 0 7 .352 6 1 .059
未受診 82 75 37 120 74 83

*p<.05 ※期待度数が5未満の場合にはFisherの正確確率検定を用いた
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項目である．その 3項目のうち，1項目でも知ってい
たと答えた者を「知識あり」とし，1項目も知ってい
たと答えられなかった者を「知識なし」とした．ま
た，HPVワクチンの知識に関する質問は 2項目であ
り，子宮頸がん検診の知識に関する質問は 3項目であ
る．HPVワクチンの知識と子宮頸がん検診の知識に
ついても，同様に「知識あり」と「知識なし」の者に
振り分けた．その結果，HPVの知識と検診の知識では，
半数近くの者が「知識あり」に分類された一方で，ワ
クチンの知識では「知識あり」に分類された者は 2割
程度であった．
　表5では「HPVワクチン接種の判断の自発性」と
「HPVおよびワクチン，検診の知識の有無」との関係
を示している．自発的に接種の判断をした者と受動的
に接種の判断をした者との間には，いずれの知識につ
いても有意な差はみられなかった．

3） 「知識」と「行動」および「知識」と「行動の理由」
の関係

　a．「知識」と「行動」の関係
　「知識」と「行動」の関係を表6に示す．HPVワ
クチン接種の有無について，HPVの「知識あり」
の者と「知識なし」の者との間には，有意な差はみ
られなかった．同様にワクチンの「知識あり」の者
と「知識なし」の者との間にも，有意な差はみられ
なかった．一方，検診の「知識あり」の者と「知識
なし」の者との間には，HPVワクチン接種の有無
について，有意な差がみられた（p=.037）．この結
果をみると，検診の知識がある者よりもない者のほ
うが，ワクチン接種率が高かった．
　また， HPVおよびワクチン，検診のそれぞれの「知
識あり」の者と「知識なし」の者との間には，子宮
頸がん検診受診の有無について，いずれも有意な差
はみられなかった．

　b．「知識」と「行動の理由」の関係
　「知識」と「行動の理由」の関係を表7に示す．
まず，「HPVおよびワクチン，検診の知識の有無」
と「ワクチン接種の理由」との関係をみた．HPV
の「知識あり」の者と「知識なし」の者の間には，
ワクチン接種の理由について，いずれも有意な差は
みられなかった．ワクチンの「知識あり」の者と「知
識なし」の者との間には，「有効性があると感じた」
について，有意な差がみられた（p=.012）．この結
果をみると，ワクチンの知識がある者のほうが，な
い者と比べて，ワクチン接種を受けた理由に「有効
性があると感じた」を選択している者の比率が高
かった．
　また，検診の「知識あり」の者と「知識なし」の
者との間には，「子宮頸がんが怖い（p=.031）」およ
び「費用が安かった（p=.046）」について，それぞ
れ有意な差がみられた．これらの結果をみると，検
診の知識がある者のほうが，ない者と比べて，子宮
頸がんを怖いと感じてワクチン接種を受けた者が多
かった．同様に，検診の知識がある者のほうが，な
い者と比べて，費用が安かったことを理由にワクチ
ン接種を受けた者が多かった．
　次に「HPVおよびワクチン，検診の知識の有無」
と「検診未受診の理由」との関係をみた．HPVの「知
識あり」の者と「知識なし」の者の間には，検診未
受診の理由について，いずれも有意な差はみられな
かった．ワクチンの「知識あり」の者と「知識なし」
の者の間には，「無症状だから」について，有意な
差がみられた（p=.037）．この結果をみると，ワク
チンの知識がある者よりも，ない者のほうが，検診
未受診の理由に「無症状だから」を選択している者
が多かった．
　また，検診の「知識あり」の者と「知識なし」の
者の間には，「恥ずかしい（p=.042）」および「結果

表6　「知識」と「行動」の関係

表4. 子宮頸がん検診未受診の理由 n =157

n

受診方法がわからない 51

面倒くさい 44

忙しい 36

若いため必要ない 28

無症状だから 25

恥ずかしい 17

検査が怖い 12

費用が高い 12

結果を知るのが怖い 4

その他 24

無回答 5

（複数回答あり）
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HPVワクチン接種の判断の自発性

p自発的に
判断した者

受動的に
判断した者

n n

行動（n=148）

HPVワクチン接種の有無
接種 51 80

.003 *
未接種 13 4

子宮頸がん検診受診の有無
受診 4 2

.403
未受診 60 82

知識（n=148）

当時のHPVの知識
あり 37 44

.511
なし 27 40

当時のワクチンの知識
あり 15 19

.907
なし 49 65

調査時点での検診の知識
あり 29 41

.673
なし 35 43

*p<.05 ※期待度数が5未満の場合にはFisherの正確確率検定を用いた
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当時の
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当時の
ワクチンの知識
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調査時点での
検診の知識

p
あり なし あり なし あり なし

n n n n n n

行動（n=164)

HPVワクチン接種の有無
接種 73 66

.677
33 106

.394
63 76

.037*
未接種 12 13 4 21 17 8

子宮頸がん検診受診の有無
受診 3 4 .712 0 7 .352 6 1 .059
未受診 82 75 37 120 74 83

*p<.05 ※期待度数が5未満の場合にはFisherの正確確率検定を用いた
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を知るのが怖い（p=.048）」，「受診方法がわからな
い（p=.002）」について，それぞれ有意な差がみら
れた．これらの結果をみると，検診の知識がある者
のほうが，ない者と比べて，検診未受診の理由に「恥
ずかしい」を選択している者が多かった．同様に，
検診の知識がある者のほうが，ない者と比べて，検
診未受診の理由に「結果を知るのが怖い」を選択し
ている者が多かった．一方，検診の知識がある者よ
りも，ない者のほうが，検診未受診の理由に「受診
方法がわからない」を選択している者が多かった．

Ⅵ．考　察
1. 子宮頸がんの予防行動の実態
1）HPVワクチン接種について
　HPVワクチンの存在を知っている者は全体の 95.1％
であり，そのうちの 88.5％の者が HPVワクチン接種
を受けていた．また，全体のワクチン接種率は 84.8％
であった．今回，調査の対象となった大学生は 2010
年 11月に公費助成の対象となり，積極的接種の勧奨
を受けた世代である．HPVワクチン接種の公費助成

表7 「知識」と「行動の理由」の関係

当時の
HPVの知識

p

当時の
ワクチンの知識

p

調査時点での
検診の知識

pあり なし あり なし あり なし

n n n n n n

HPVワクチン接種を受けた理由（n=137）

子宮頸がんになりたくないと思った
はい 43 40

.667
21 62

.68
36 47

.447
いいえ 30 24 12 42 27 27

子宮頸がんが怖い
はい 16 14

.995
8 22

.709
19 11

.031*
いいえ 57 50 25 82 44 63

将来、子宮頸がんに罹患するかもしれない
はい 14 14

.696
4 24

.174
12 16

.71
いいえ 59 50 29 80 51 58

有効性があると感じた
はい 17 15

.984
13 19

.012*
18 14

.183
いいえ 56 49 20 85 45 60

費用が安かった
はい 11 14

.303
9 16

.123
16 9

.046*
いいえ 62 50 24 88 47 65

検診未受診の理由（n=152）

費用が高い
はい 6 6

.849
3 9

1
5 7

.68
いいえ 74 66 34 106 67 73

忙しい
はい 24 12

.054
8 28

.734
21 15

.131
いいえ 56 60 29 87 51 65

若いため必要ない
はい 19 9

.074
8 20

.564
14 14

.757
いいえ 61 63 29 95 58 66

検査が怖い
はい 6 6

.849
3 9

1
6 6

.849
いいえ 74 66 34 106 66 74

面倒くさい
はい 22 22

.678
8 36

.259
22 22

.678
いいえ 58 50 29 79 50 58

恥ずかしい
はい 10 7

.587
5 12

.563
12 5

.042*
いいえ 70 65 32 103 60 75

結果を知るのが怖い
はい 2 2

1
2 2

.249
4 0

.048*
いいえ 78 70 35 113 68 80

無症状だから
はい 9 16

.068
2 23

.037*
14 11

.344
いいえ 71 56 35 92 58 69

受診方法がわからない
はい 23 28

.186
12 39

.868
15 36

.002*
いいえ 57 44 25 76 57 44

*p<.05 ※期待度数が5未満の場合にはFisherの正確確率検定を用いた

表7　「知識」と「行動の理由」の関係
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が開始される前に実施した野口，杉浦（2011）の調
査報告によると，看護学部に在籍する女子大学生の
HPVワクチン接種率は 1.6％だった．その接種率と
比較すると，公費助成の対象となった調査対象者の
HPVワクチン接種率は大幅に高かった．
　しかし，政府が 2013年に定期接種の積極的勧奨を
中止したことによって，接種希望者数は激減している
（上田ら，2015）．今回の調査では，3回の接種を完遂
した者の中には，副反応報道後にワクチン接種を受け
た者は 1割弱いたが，1～ 2回で接種を中断した者の
中には，副反応報道後にワクチン接種を受けた者はい
なかった（表2）．副反応の影響で接種を控えたこと
は否定できないが，択一式の質問であったため，接種
を控えた者が副反応報道の前に控えたのか後であるの
かはわからなかった．
　HPVワクチン接種を受けるかどうかの判断につい
ては，半数以上の者の判断に母親が関わっていた．ま
た，半数以上の者が親の勧めをきっかけとしてワクチ
ン接種を受けていた．ワクチン接種の公費助成の対象
は小学校 6年生～高校 1年生であった．すなわち，対
象者は未成年であり，保護者の監督下に置かれていた．
そのため，対象者のうち，ワクチン接種を受けるかど
うかを判断した者の 9割弱が親だった．HPVワクチ
ン接種を受けるかどうかの判断においては親の意向に
よるものが多いと考えられる．
　ワクチン接種を受けた理由では，約 6割の者が「子
宮頸がんになりたくないと思った」を選択していた（表
3）．調査対象者は子宮頸がんの重大性を認識してい
ることがうかがえる．一方で「将来，子宮頸がんに罹
患するかもしれない」ことを理由にワクチン接種を受
けた者は 2割程度であった．対象者は自身の子宮頸が
ん罹患の可能性を実感しておらず，危機感を感じてい
ない可能性が考えられる．田中，国府（2012）は，女
子大学生が子宮頸がんを自身とは無縁の疾患であると
考えていることを報告していた．今回の調査対象者も
その可能性があると思われる．田中，国府（2012）に
よると，子宮頸がんが自身にも起こりうる疾患である
という認識をもち，危機感を抱くことで受診行動につ
ながることが期待できる．そのため，今回の調査対象
者が子宮頸がんを自身のこととして捉えられるように
働きかけていく必要があると考えられる．

2）子宮頸がん検診受診について
　子宮頸がん検診の存在を知っている者は 79.3％で
あった．子宮頸がんに関する野口らの報告では，看護
学部に在籍する女子大学生の子宮頸がん検診の認知率
は 77.7％である（野口，杉浦，2011）．本調査と野口，
杉浦の調査からも，看護学部に在籍する学生であって
も，約 2割の者が子宮頸がん検診の存在を認知できて

いないことがわかった．
　これまでに検診を受診したことがある者は 164人中
7人であり，検診受診率は 4.3％だった．また，20歳
以上の者に限定した検診受診率は 5.1％だった．一方，
厚生労働省が 2010年に実施した国民生活基礎調査の
報告では，日本の 20歳代前半の女性の検診受診率は
10.2％である（厚生労働省，2010）．このように，調
査対象者の子宮頸がん検診受診率は，日本の 20歳代
前半の女性の検診受診率を下回っていた．
　また， 2010年に実施した野口，杉浦（2011）の子
宮頸がんの予防行動に関する調査報告によると，看
護学部に在籍する女子大学生の HPVワクチン接種率
は 1.6％であり，子宮頸がん検診受診率は 9.6％であっ
た．2011～ 2012年に実施した和泉ら（2013）の調査
報告では，看護学部に在籍する女子大学生の HPVワ
クチン接種率は 3.3％であり，子宮頸がん検診受診率
は 13.9％であった．これらの調査では，HPVワクチ
ン接種が公費助成の対象となる前の世代を対象として
いる．そのため，野口，杉浦（2011）や和泉ら（2013）
の調査対象者の HPVワクチン接種率は低い．しかし，
野口，杉浦（2011）や和泉ら（2013）の調査対象者の
検診受診率は，今回の調査対象者の検診受診率の 2倍
以上だった．その明確な理由は不明であるが，今回の
調査対象者のほとんどはワクチン接種を受けていた．
接種を受けたことで，検診受診の必要性の認識が薄
まっていることも推測される．
　また，今後の検診受診意思を尋ねた結果では，
34.4％の者がどちらでもない・わからないと答えてい
た．検診の知識を尋ねた項目では「HPVワクチン接
種後も検診受診が必要である」について，知らないと
答えた者が 7割以上いた．この結果から検診受診の必
要性を認識している者は少ないことがわかった．
　野島（2013）によると，HPVワクチン接種と子宮
頸がん検診受診の併用によって，子宮頸がんの発生は
95％予防可能となる．公費助成対象世代であり，ワク
チン接種率が高い今回の調査対象者に対しては，検診
の意義と必要性を合わせて説明し，確実な予防行動を
とれるよう指導する必要があると思われる．
　また，検診未受診の要因としては「時間がない」「恥
ずかしい」「面倒くさい」など検診自体に負担を感じ，
受診しないという傾向が強いことがこれまでに報告さ
れている（田中，国府，2012）．今回の調査でも 2割
以上の者が「面倒くさい」「忙しい」と答えており，
検診受診に負担を感じていた（表4）．検診受診の負
担を軽減するためには，受診しやすい環境の整備が必
要であると考えられる．
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3） HPVおよび HPVワクチン，子宮頸がん検診の知識
について
　中学生 ･高校生時点での HPVの知識について，認
知率が最も高かった項目は「HPVは性行為によって
感染する」であり，認知率は 43.9％だった．次いで
「HPV感染は子宮頸がんの原因となる」が35.4％であっ
た．調査対象者が中学生や高校生だった当時，対象者
の 3，4割が HPVが子宮頸がんの主な要因であること
や HPVの感染経路を知っていた．
　中学生・高校生時点での HPVワクチンの知識につ
いて，「HPVワクチン接種により子宮頸がんの約 70％
の発症を予防できる」の項目の認知率は 20.7％だった．
中学生や高校生の時点では，HPVワクチンの効果に
ついて知らなかった者も少なくなかったと思われる．
　調査時点での検診の知識について，認知率が最も高
かった項目は「検診ではがんになる前の段階で診断を
することができる」であったが，認知率は 31.1％だっ
た．また，「HPVワクチン接種後も検診受診が必要で
ある」の項目の認知率は 28.7％だった．看護学部に在
籍する女子大学生を対象にした野口，杉浦（2011）の
調査報告では，同項目の認知率はよく知っているとま
あ知っているに答えた者を合わせて 32.5％だった．野
口，杉浦（2011）が報告した質問項目の認知率と比較
すると，今回の調査対象者の同項目の認知率は低い．
つまり，調査対象者はワクチン接種後の検診受診の必
要性の認識が薄いことが考えられる．　
2．「判断」・「行動」・「知識」の関係
1）HPVワクチン接種の判断の自発性との関係
　自発的に判断した者と受動的に判断した者との間に
は，ワクチン接種の有無について，有意な差がみられ
た（表5）．自発的に判断した者に比べて，受動的に
判断した者のほうが，ワクチン接種率が有意に高かっ
た．木村ら（2012）の報告でも，ワクチン接種を目的
として外来を受診した女性は，その多くが母親から勧
められて来ている．自身の意思で接種を受けに来た者
は 20％であった．つまり，他者から勧められた者の
ほうがワクチン接種率は高く，未成年のうちから自ら
の判断でワクチン接種を受けることは難しいと考えら
れる．また，ワクチン接種を受ける本人への教育に加
えて，その保護者に対する正しい知識の提供が必要と
考えられる．
　望ましい健康意識や健康習慣を有している者ほど，
健康行動を実践する傾向がある （古谷野，上野，今枝，
2006）．ワクチン接種を自発的に判断した者は望まし
い健康意識を有していると考えられ，受動的に判断し
た者よりも子宮頸がん検診受診行動において，積極的
であると予測していた．しかし，ワクチン接種の判断
の自発性が子宮頸がん検診受診に関係があるとはい

えなかった（表5）．また，ワクチン接種の判断の自
発性が調査時点の検診の知識に関係があるともいえな
かった（表5）．自発的にワクチン接種の判断をした
者はその当時，小学校 6年生～高校 1年生であった．
その当時の自発性は，現在の子宮頸がん検診に対する
行動や知識に影響を与えていないことが考えられる．

2）子宮頸がんに関する知識との関係
　a．「知識」と「行動」の関係
　HPVワクチン接種の有無について，検診の知識
がある者よりも，ない者のほうが，ワクチン接種率
が有意に高かった（表6）．なお，この結果は調査
時点での検診の知識と当時のワクチン接種の行動と
の関係を示している．この結果の理由として，ワク
チンを未接種の者が子宮頸がんを恐れ，検診に関す
る知識を獲得した可能性も考えられるが，明確な理
由はこの調査では明らかにできなかった．
　また，先行研究によると，子宮頸がん検診受診の
意思のある者のほうが，ない者に比べて，関連する
知識を有している（和泉ら，2013）．そのため，知
識がある者のほうが，ない者に比べて検診の受診率
が高いと予想していた．しかし， HPVおよびワクチ
ン，検診のそれぞれの知識がある者とない者との間
には，子宮頸がん検診受診の有無について，有意な
差はみられなかった（表6）．よって，本研究の調
査対象者の知識と検診受診の有無に関係があるとは
いえない．しかし，検診の知識と子宮頸がん検診受
診の有無との関係に注目すると，確率 pは .059で
あった．検診の知識がある者とない者との間には，
子宮頸がん検診受診の有無について，有意な差はみ
られなかったが，サンプル数が小さいことによる可
能性も考えられる．

　b．「知識」と「行動の理由」の関係
　ワクチン接種を受けた理由については，ワクチン
の知識がある者のほうが，ない者に比べて「有効性
があると感じた」を選択している者の比率が高かっ
た（表 7）．ワクチンの知識を有していたほうが，
ワクチンに対して有効性を感じていることが示され
ている．知識がある者は有効性をワクチン接種の判
断材料にしていたと思われる．
　また，調査時点での検診の知識がある者のほうが，
ない者と比べて検診未受診の理由に「恥ずかしい」
を選択している者が多かった（表7）．同様に，検
診の知識がある者のほうが，ない者と比べて検診未
受診の理由に「結果を知るのが怖い」を選択してい
る者が多かった（表7）．和泉ら（2013）は，検診
未受診の理由を，看護学部の学生と他学部の学生と
で比較している．その報告によると，看護学部の学
生のほうが他学部の学生に比べて「恥ずかしい」や
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「結果を知るのが怖い」を選択している者が有意に
多かった．また，看護学部の学生のほうが，他学部
の学生に比べて子宮頸がんに関する知識を有してい
る者が有意に多かった．つまり，知識のある者のほ
うが，ない者に比べて，検診未受診の理由について
「恥ずかしい」や「結果を知るのが怖い」を選択し
ている者が有意に多かったことを示していた．これ
らの結果の明確な理由はこの調査では明らかにでき
なかった．しかし，子宮頸がん検診では，内診や細
胞診が行われる．そういった知識を有しているため，
検診受診に対して，抵抗を感じている者は少なくな
いと考えられる．
　また，検診未受診者の 3分の 1が未受診の理由に
ついて「受診方法がわからない」を選択していた（表
4）．さらに，検診の知識がある者よりも，ない者
のほうが未受診の理由について「受診方法がわから
ない」に多く回答していた（表7）．検診の知識が
ない者は受診方法を知らない傾向にあるといえる．
そのため，検診についての正しい知識の提供と検診
受診方法を周知する機会を作っていく必要があると
考える．

3．�子宮頸がん検診の受診率を向上させるための今後の
対策

　公費助成対象世代である調査対象者の HPVワクチン
接種率は高く，この対象者の子宮頸がん罹患者数は低下
することが期待できる．しかし，今回の調査対象者の子
宮頸がん検診受診率は低い．その要因として，ワクチン
接種を受けたことで，子宮頸がん検診への必要性の認識
が薄まっていることが推測された．また，2割以上の者
が検診受診に負担を感じており，子宮頸がんに関する知
識も不足していた．
　今後，公費助成対象世代である調査対象者に対して，
子宮頸がんの予防を徹底するためには，子宮頸がん検診
の必要性を理解してもらえるような情報の提供が必要と
なると考えられる．また，受診しやすい環境の整備や検
診の正しい知識を持てるような教育の機会をつくること
も必要であると考えられる．
　本研究の限界として，調査対象者が医学的知識を有す
る看護学部の学生に限られていたことが挙げられる．ま
た，検診の知識と子宮頸がん検診受診行動との関係を明
確化するためには，さらなる継続調査が必要となる．本
研究では，ワクチン接種の判断やきっかけづくりにおい
て，親が関与していることが明らかとなったが，母親と
父親の役割の差について今後検討する必要がある．また，
HPVワクチン接種の公費助成について，市区町村によっ
て接種の開始時期や対象年齢，公費負担割合が異なる．
さらに，ワクチン接種回数や時期については，わからな
いといった回答も得られ，事業が開始される前に既に 1

回以上の接種を受けていた者は残りの接種分のみの助成
となり，一部助成でワクチン接種を受けた者もいる可能
性がある．そのため，対象者の当時の状況を今後明確化
することで，子宮頸がん予防行動についてより包括的に
明らかにできると考えられる．

Ⅶ．結　論
　本研究では，看護学部に在籍する女子大学生の HPV
ワクチン接種と子宮頸がん検診受診に関する実態調査を
行った．公費助成対象世代である調査対象者の HPVワ
クチン接種率は 8割を超えていた．子宮頸がん検診の認
知率は約 8割であり，看護学部に在籍する学生であって
も，約 2割の者が子宮頸がん検診の存在を認識できてい
なかった．子宮頸がん検診の受診率は 4.3％と低かった．
その要因として，ワクチン接種を受けたことで，検診受
診の必要性の認識が薄まっていることや対象者自身が子
宮頸がんに罹患する可能性を実感できていないこと，検
診受診に負担を感じていることが推測された．
　また，ワクチン接種の判断の自発性は HPVワクチン
の接種率に関係しており，他者から勧められた者のほう
が，ワクチン接種率は高かった．一方で，接種の判断の
自発性は子宮頸がん検診の受診率や調査時点の検診の知
識には関係があるとはいえなかった．対象者が小学生や
中学生だった当時のワクチン接種の判断の自発性は，現
在の子宮頸がん検診に対する行動や知識に影響を与えて
いないことが考えられた．調査時点での検診の知識の有
無は，検診未受診の理由の「受診方法がわからない」こ
とに関係していた．
　これまでに HPVワクチン接種の積極的勧奨を受け，
その後に接種勧奨中止となった世代を対象とした先行研
究は見当たらない．本研究では，その世代を対象とした
子宮頸がんの予防行動の実態調査を行い，その実態が明
らかとなった．
　対象者の子宮頸がん検診の受診率に影響した要因につ
いては，今後も継続的に調査が必要となる．しかし，本
研究で得られた結果は，その世代の子宮頸がん検診受診
率を向上させるための今後の対策を検討する際に，役立
てることができると思われる．
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